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総人口（2003年） 868.7万人 （3位／47都道府県）

（東京、大阪、神奈川）
事業所数（2001年） 30.2万ヶ所 （4位／同）

（東京、大阪、愛知、神奈川）
県内総生産（2001年度） 30.7兆円 （4位／同）

（東京、大阪、愛知、神奈川）
製造品出荷額等（2003年） 18.7兆円 （2位／同）

（愛知、神奈川）
小売業販売額（2002年） 8.5兆円 （3位／同）

（東京、大阪、神奈川）

東京愛知大阪

（10億ドル）

神奈川

関東地方

当行の経営地盤当行の経営地盤

各国GDPと神奈川県のGDPの比較
（2001年度）

各国GDPと神奈川県のGDPの比較
（2001年度）

オーストラリア
スイスオランダ

神奈川県
ベルギー

スウェーデン
オーストリア

（１）神奈川県のポテンシャル

（注）出所
・総人口：総務省（人口推計）
・事業所数：総務省（事業所・企業統計調査）
・県内総生産：各県（県民経済計算）
・製造品出荷額等：経済産業省（工業統計調査）
・小売業販売額：経済産業省（商業統計調査）
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人口増加率

申告所得(2003年)

貯蓄額(1999年)
新設住宅着工戸数

(2003年)

開業率(2001年)

～ 関東（東京、栃木、群馬、茨城、千葉、埼玉、神奈川）平均を100とした
神奈川の位置

（納税義務者１人当たり）

（１世帯当たり）

143.9（2.32％）

119.7（407万円）

108.0（1,744万円）

141.3（94.2千戸）

116.2
（3.67％）

100

（2000～03年）

（2）神奈川の首都圏における優位性

出所：総務省（人口推計）

出所：日本マーケティング教育センター
（個人所得指標）

出所：総務省
（全国消費実態調査）出所：国土交通省

（建築着工統計調査）

出所：総務省
（事業所・企業統計調査）

当行の経営地盤当行の経営地盤



3（注）当行調べ

神奈川県内におけるシェア神奈川県内におけるシェア

預金

Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
14%

Bｸﾞﾙｰﾌﾟ
10%

信託等
4%

信金
18%

第２地銀
5%
地銀
4%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ
4% Dｸﾞﾙｰﾌﾟ

15%

Cｸﾞﾙｰﾌﾟ
5%

横浜
22.0%

（当行預金：約 8.1兆円）貸出金
横浜
27.5%

Cｸﾞﾙｰﾌﾟ
6%

Dｸﾞﾙｰﾌﾟ
4%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ
6%

地銀
4%

第２地銀
5%

信金
19%信託等

2%

Bｸﾞﾙｰﾌﾟ
12%

Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
13%

（当行貸出金：約 6.0兆円）

神奈川県内の当行シェア＜04年9月末＞

店舗数

Aｸﾞﾙｰﾌﾟ
8%
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ

5%
信託等

2%

信金
39%

第２地銀
10%

地銀
6%

Eｸﾞﾙｰﾌﾟ
4%

Dｸﾞﾙｰﾌﾟ
5%

Cｸﾞﾙｰﾌﾟ
3%

横浜
18.5%

（当行店舗：169店）

22 .0%

28 .1%

26 . 5%
25 . 6%

24 .4%24 . 0%23 . 8%24 .0%23 . 9% 27 .5%

22 . 7% 23 .2% 22 . 6% 22 . 8% 23 .0% 22 . 5% 22 . 3% 22 .7%

16.0

20.0

24.0

28.0

32.0

96/9 97/9 98/9 99/9 00/9 01/9 02/9 03/9 04/9
（年/月）

（％） 貸出金・預金シェアの推移

預金

(単体ﾍﾞｰｽ)

貸出金
28 .1%

貸出債権の流動化等の

影響を考慮したﾍﾞー ｽ
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正常先 要注意先 破綻懸念先 実質破綻・破綻先

５０％以上下落

３０～５０％下落

３０％未満下落

株式の減損処理基準

株式持合い解消と株式減損処理株式持合い解消と株式減損処理

＋17億円+27億円債券等

＋229億円+491億円うち株式

＋248億円＋518億円その他有価証券評価損益

＋2億円▲1億円株式等償却額

04年度上期03年度

6 ,475 6 ,179

5 , 256

4 , 511

3 ,675

2 , 672
2 ,243

6 , 009
5 ,337

5 ,009

3 , 525

2 ,316
1 , 843

2 , 147
1 ,656 1 ,560

7 , 557

1 ,790

106%
82%

60%
49%

29% 27%

190%

129%

224%

+229

評価損益+ 1,082 ▲ 170
+ 81

+ 498
▲ 150

▲ 356
▲ 399 + 491

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ 04/9
-100

-50

0
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100

150
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250

保有株式取得原価総額

（年度）

（億円）

保有株式時価総額

保有株式取得原価総額と時価総額の推移

保有株式取得原価総額

資本勘定

（％）
(単体ﾍﾞｰｽ)
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債券ポートフォリオ債券ポートフォリオ

9,542 ｛01/3末｝

5,724 ｛02/3末｝

11,185 ｛03/3末｝

8,485 ｛04/3末｝

8,539 ｛04/9末｝

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

1.00 1.50 2.00 2.50 3.00 3.50

（億円）

（修正デュレーション：年）

債券残高・評価差額とデュレーションの推移

21

49

77

212

債券評価差額

(単体ﾍﾞｰｽ)

17
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（注１）繰延税金資産残高は、有価証券評価差額金を除いたベース
（注２）かっこ内は、繰延税金資産残高のうち繰越欠損金残高
（注３）04/9の業務純益は04年度通期予想値

繰延税金資産の状況繰延税金資産の状況

682 772 913
1,081 1,048 1,178 1,190

1,875
(463) 1,631

(274) 1,428
(176)

1,303
(84)

1,184
(0) 887

(0)
760
(0)

46 .2%

38.2%

31.7%
29.1%

26.2%

15 .9%
13.5%

0
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９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ 04/9
-20
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60
（億円） （％）

業務純益
（一般貸引繰入前）

繰延税金資産残高

資本勘定に占める比率

（年度）

繰延税金資産の推移 (単体ﾍﾞｰｽ)
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「資産の質」の向上「資産の質」の向上

（注）遷移率は04年3月時点を基準としたもの（注１）公共向け貸出等を除くベース
（注２）ランク：Ⅰ（１）を最高水準としてⅩⅡ（１２）まで区分

実質信用額：与信額ー保全額（引当金・担保等）

債務者区分別の遷移状況（04年3月→04年9月）

(金額）

正常先 要注意先・
要管理先

破綻懸念先
以下 合計

正常先 99.2% 0.8% 0.0% 100.0%
要注意先・
要管理先 9.7% 85.0% 5.3% 100.0%

破綻懸念先
以下 0.03% 2.5% 97.5% 100.0%

(件数）

正常先
要注意先・
要管理先

破綻懸念先
以下 合計

正常先 99.9% 0.1% 0.0% 100.0%
要注意先・
要管理先 5.3% 89.5% 5.2% 100.0%

破綻懸念先
以下 0.55% 3.3% 96.1% 100.0%

0
4
年
3
月

0
4
年
3
月

04年9月

04年9月

6.91 6.85
6.75

6.43

6.16

5

6

7

8
00/9 01/9 02/9 03/9 04/9

　

    （件数）

貸出等資産に関する平均格付の推移

行
 

内
　
格
 

付

低格付

高格付

　【平均格付の定義】

実質信用額の合計
実質信用額』の合計ク各行内格付毎の『ラン

平均格付＝
×
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更なるローコストオペレーション体制の構築更なるローコストオペレーション体制の構築

1,469

370 363

6,348

3,4993,431

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ 04/9

（人）

（年度）

総人員・本部人員の推移

▲2,849名
▲44%

▲1,106名
▲75%

うち本部人員

       ピーク比

(単体ﾍﾞｰｽ)

総人員

（04年度新規採用）
148名
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付加価値率

信用ｺｽﾄ率
(貸出の平均損失率）

経費率

調達ｺｽﾄ率

資本ｺｽﾄ率（注）

信用ｺｽﾄ率
(貸出の平均損失率）

経費率

調達ｺｽﾄ率

RAROA

調達ｺｽﾄ率

ROA向上運動
（経費をふまえた採算管理）

RAROA向上運動
（信用ｺｽﾄをふまえた採算管理）

付加価値向上運動
（資本ｺｽﾄをふまえた採算管理）

経費率

ROA

貸出金のケース

＜第１段階＞ ＜第２段階＞ ＜第３段階＞

貸
出
金
利
回
り

９７年４月
～ ９８年３月

９８年４月
～ ０１年９月

役務収益のケース

ガイドライン

第３段階以降、取引先別に役務収益額を付加価値額に合算して採算管理。

＜第４段階＞

ガイドライン 内部付加価値率
配当・法人税・

剰余金積上原資等

信用ｺｽﾄ率
(貸出の平均損失率）

経費率

調達ｺｽﾄ率

ガイドライン

ﾘｽｸ･ﾁｬｰｼﾞ（注）

内部付加価値率
（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ超）

付加価値向上運動（継続）
（資本ｺｽﾄの考え方を見直し）

０４年４月
～

０１年１０月
～ ０４年３月

（注）リスク・チャージ

→ 信用リスク・市場リスク・オペレー
ショナルリスク等のコスト率

資本コスト

目標ＴｉｅｒⅠ×目標
ROE10%（税引前17%）

（注）資本コスト率

→ 信用リスク・市場リスク・オペレー
ショナルリスク等のコスト率

付加価値向上運動の変遷付加価値向上運動の変遷
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新たな業務展開（その１）新たな業務展開（その１）

個人向けカードローン

 ≪バンクカード≫

　　 ○　キャッシュカード機能
　　 ○　国際クレジットカード機能
　　 ○　ローンカード機能
　　　　　（金額：１０～３００万、金利：１３．１％）
　　 ○　デビットカード機能

　 （１枚で４つの機能）

 ≪クイッキー（ＱＹＱＹ）≫

　　 ○　非対面受付
　　 ○　即日回答
　　 ○　金額１０～５０万円
　　 ○　金利１７．６％

当行独自モデルによる単独参入

　 （０２年４月より本格販売）

176
183

1890 .2

9

24

170

19

223

220

231
234

170

185

202

213

150

160

170

180

190

200

210

220

230

240

０１ ０２ ０３ 04/9

170

180

190

200

210

220

230

240
（末残、億円）     （件数、千件）

（年度）

個人向けカードローンの推移

ﾛｰﾝ残高
（ＱＹＱＹ）

ﾛｰﾝ残高
（ﾊﾞﾝｸｶｰﾄﾞ(BC)）

契約件数
（ﾊﾞﾝｸｶｰﾄﾞ(BC)＋ＱＹＱＹ）
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新たな業務展開（その２）新たな業務展開（その２）

＜制度内容＞
 ○融資金額：5,000万円以内
 ○融資期間：5年以内
 ○担保・第三者保証：原則不要
 ○融資対象：業歴2年以上で、借入の延
                   滞・税金の未納がない先
                   （新規先含む）

スコアリング審査手法を活用した、中小
企業向け融資商品

（０３年１１月より取扱開始）

スーパービジネスローンの発売

＜０３年度からの実績＞
 ○実行件数：1,660件
 ○実行金額：234億円

50
56

70 70

5

15

5

12

0

55
61

82
85

0

20

40

60

80

100

03/3 04/3 04/9 05/3
（計画）

06/3
（計画）

（駅）

（年/月）

相模鉄道

小田急線

◆小田急線７０駅（全駅）

◆相模鉄道１５駅

駅設置ＡＴＭの推移
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役務収益の推移役務収益の推移

9 9

7
6

2

28

0

5

10

15

20

25

30

投信/年金保険 シ・ローン 口座振替 ATM関連 私募債引受 損保

（億円）
役務収益増減状況（96年度上期→04年度上期）

内国為替
29%

投信/
年金保険

19%
代理事務取扱
（口座振替）

14%

ＡＴＭ関連
11%

代理事務取扱
（その他）

7%

私募債関連
5%

ＢＣ関連
6%

その他
9%

役務収益内訳（04年度上期）

総額
149億円
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事前に株式会社横浜銀行の許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製
し、又は第三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみ
を目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものでは
ありません。本資料に記載された事項の全部又は一部は予告なく修正又は変
更されることがあります。本資料には将来の業績に関する記述が含まれてお
りますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではなく、経営環境の
変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。


